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1. 18年 6月中間期の業績 （平成18年 1月 1日～平成18年 6月30日）
( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年 6月中間期        6,367     4.9       1,247    16.6       1,678    18.0
17年 6月中間期        6,068     8.7       1,069    10.1       1,422     5.4

17年12月期       12,078－        2,070－        2,737－

1株 当 た り 中 間中間(当期)純利益 (当 期 )純 利 益
％ 円 銭百万円

18年 6月中間期        1,104    60.0          18.24
17年 6月中間期          689   △16.7          11.40

17年12月期        1,461－          23.65

(注 )1.期中平均株式数 18年 6月中間期     60,529,268株 17年 6月中間期     60,532,509株
17年12月期     60,527,909株

2.会計処理の方法の変更 無
3.売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

( 2 )財政状態

総 資 産 純 資 産 自 己 資 本 比 率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

18年 6月中間期       54,722       45,648     83.4        754.39
17年 6月中間期       50,569       43,418     85.9        717.31

17年12月期       54,367       45,489     83.7        751.17

(注 )1.期末発行済株式数 18年 6月中間期     60,511,080株 17年 6月中間期     60,529,843株
17年12月期     60,518,405株

2.期末自己株式数 18年 6月中間期        485,393株 17年 6月中間期        466,630株
17年12月期        478,068株

2. 18年12月期の業績予想 （平成18年 1月 1日～平成18年12月31日）

売 上 高 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円
通 期       12,500       2,700       1,700

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          28円 09銭

3. 配当状況

・ 現 金 配 当 １ 株 当 た り 配 当 金 ( 円 )

中 間 期 末 期 末 年 間
17年12月期 3.50 6.50 10.00
18年12月期(実 績 ) 5.00 －
18年12月期(予 想 ) － 5.00 10.00

(注 )18年 6月中間期末配当金の内訳 記念配当 － 円 － 銭 特別配当 － 円 － 銭

※ 　 業 績 の 予 想 は 発 表 日 現 在 に お い て 入 手 可 能 な 情 報 に 基 づ き 作 成 し た も の で あ り 、 実 際 の 業 績 は 、
　 　 今 後 様 々 な 要 因 に よ っ て 予 想 数 値 と 異 な る 可 能 性 が あ り ま す 。
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１. 中間財務諸表等

中間財務諸表

① 中間貸借対照表

　

　 　
前中間会計期間末 当中間会計期間末

前事業年度の

要約貸借対照表

(平成17年６月30日現在) (平成18年６月30日現在) (平成17年12月31日現在)

区分
注記

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)

資産の部 　 　 　 　 　 　 　　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　　 　 　

　１　現金及び預金 　 　 1,145,390 　　 931,489 　　 810,436 　

　２　売掛金 　 　 1,032,706 　　 1,073,046 　　 1,293,328 　

　３　有価証券 　 　 13,134,893 　　 12,508,347 　　 13,858,718 　

　４　製品 　 　 126,854 　　 156,500 　　 168,532 　

　５　貯蔵品 　 　 98,510 　　 102,092 　　 101,916 　

　６　その他の流動資産 　 　 355,814 　　 414,847 　　 263,749 　

　　　　流動資産合計 　 　 15,894,171 31.4 　 15,186,323 27.8 　 16,496,682 30.3

Ⅱ　固定資産 (※1)　 　 　　 　 　　 　 　

　(1) 有形固定資産 　 　 　 　　 　 　　 　 　

　　１　建物 　 　 2,368,244 　　 2,280,319 　　 2,328,188 　

　　２　構築物 　 　 1,098,979 　　 1,015,129 　　 980,650 　

　　３　機械及び装置 　 　 4,337,373 　　 4,006,495 　　 4,199,203 　

　　４　土地 　 　 2,987,875 　　 2,955,666 　　 2,987,573 　

　　５　建設仮勘定 　 　 147,248 　　 2,177,388 　　 1,083,513 　

　　６　その他の有形

　　　　固定資産
　 　 1,174,393 　　 982,204 　　 1,010,681 　

　　　　　有形固定

　　　　　資産合計
　 　 12,114,115 　　 13,417,203 　　 12,589,811 　

　(2) 無形固定資産 　 　 645,081 　　 647,229 　　 649,415 　

　(3) 投資その他の資産 　 　 　 　　 　 　　 　 　

　　１　投資有価証券 　 　 17,950,548 　　 21,673,909 　　 20,778,576 　

　　２　関係会社株式 (※2)　 2,416,612 　　 2,416,612 　　 2,416,612 　

　　３　その他の投資

　　　　その他の資産
(※1)　 1,632,386 　　 1,474,251 　　 1,527,715 　

　　　　貸倒引当金 　 　 △ 83,090 　　 △ 92,690 　　 △ 91,090 　

　　　　　投資その他の

　　　　　資産合計
　 　 21,916,457 　　 25,472,083 　　 24,631,814 　

　　　　　固定資産合計 　 　 34,675,653 68.6 　 39,536,516 72.2 　 37,871,040 69.7

　　　　資産合計 　 　 50,569,824 100.0 　 54,722,840 100.0 　 54,367,722 100.0
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前中間会計期間末 当中間会計期間末

前事業年度の

要約貸借対照表

(平成17年６月30日現在) (平成18年６月30日現在) (平成17年12月31日現在)

区分
注記

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)

負債の部 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払手形 　 　 7,488 　 　 19,922 　 　 16,068 　

　２　買掛金 　 　 337,137 　 　 361,848 　 　 435,299 　

　３　短期借入金 (※2)　 228,000 　 　 212,200 　 　 234,000 　

　４　未払金 　 　 518,308 　 　 1,590,690 　 　 1,250,807 　

　５　未払法人税等 　 　 493,903 　 　 613,576 　 　 527,044 　

　６　未払費用 　 　 77,683 　 　 77,117 　 　 90,232 　

　７　設備支払手形 　 　 57 　 　 4,951 　 　 18,562 　

　８　役員賞与引当金 　 　  ― 　 　 15,000 　 　  ― 　

　９　その他の流動負債 　 　 1,183,496 　 　 1,228,918 　 　 1,160,332 　

　　　　流動負債合計 　 　 2,846,076 5.6 　 4,124,225 7.5 　 3,732,347 6.9

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　長期借入金 (※2)　 564,200 　 　 562,000 　 　 483,200 　

　２　退職給付引当金 　 　 1,489,566 　 　 1,554,457 　 　 1,514,299 　

　３　役員退職慰労

　　　引当金
　 　 52,250 　 　 71,475 　 　 65,150 　

　４　繰延税金負債 　 　  ― 　 　 2,746,565 　 　 3,047,444 　

　５　その他の固定負債 　 　 2,199,372 　 　 15,173 　 　 35,400 　

　　　　固定負債合計 　 　 4,305,389 8.5 　 4,949,672 9.1 　 5,145,493 9.4

　　　負債合計 　 　 7,151,465 14.1 　 9,073,897 16.6 　 8,877,840 16.3

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

資本の部 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本金 　 　 7,902,185 15.6 　  ―  ― 　 7,902,185 14.5

Ⅱ　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本準備金 　 　 8,239,053 　 　  ― 　 　 8,239,053 　

　２　その他

　　　資本剰余金
　 　 188 　 　  ― 　 　 188 　

　　　　資本剰余金合計 　 　 8,239,241 16.3 　  ―  ― 　 8,239,241 15.2

Ⅲ　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　利益準備金 　 　 908,302 　 　  ― 　 　 908,302 　

　２　任意積立金 　 　 23,625,998 　 　  ― 　 　 23,625,998 　

　３　中間（当期）

　　　未処分利益
　 　 1,260,116 　 　  ― 　 　 1,819,753 　

　　　　利益剰余金合計 　 　 25,794,418 51.0 　  ―  ― 　 26,354,054 48.5

Ⅳ　その他有価証券

　　評価差額金
　 　 1,727,653 3.4 　  ―  ― 　 3,248,660 6.0

Ⅴ　自己株式 　 　 △ 245,139 △ 0.4 　  ―  ― 　 △ 254,259 △ 0.5

　　　資本合計 　 　 43,418,359 85.9 　  ―  ― 　 45,489,881 83.7

　　負債及び資本合計 　 　 50,569,824 100.0 　  ―  ― 　 54,367,722 100.0
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前中間会計期間末 当中間会計期間末

前事業年度の

要約貸借対照表

(平成17年６月30日現在) (平成18年６月30日現在) (平成17年12月31日現在)

区分
注記

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)

純資産の部 　 　　 　 　 　 　 　　 　

Ⅰ　株主資本 　 　　 　 　 　 　 　　 　

　１　資本金 　 　  ― 　 　 7,902,185 　 　  ― 　

　２　資本剰余金 　 　　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 資本準備金 　 　  ― 　 　 8,239,053 　 　  ― 　

　　(2) その他資本剰余金 　 　  ― 　 　 764 　 　  ― 　

　　　資本剰余金合計 　 　  ― 　 　 8,239,817 　 　  ― 　

　３　利益剰余金 　 　　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 利益準備金 　 　  ― 　 　 908,302 　 　  ― 　

　　(2) その他利益剰余金 　 　　 　 　 　 　 　　 　

　　　① 海外投資等損失

　　　　 準備金
　  ― 　 　 5,138 　 　  ― 　 　

　　　② 探鉱準備金 　  ― 　 　 2,018,315 　 　  ― 　 　

　　　③ 固定資産圧縮

　　     積立金
　  ― 　 　 1,082,139 　 　  ― 　 　

　　　④ 別途積立金 　  ― 　 　 21,280,238 　 　  ― 　 　

　　　⑤ 繰越利益剰余金 　  ―  ― 　 1,740,848 26,126,681 　  ―  ― 　

　　　利益剰余金合計 　 　  ― 　 　 27,034,983 　 　  ― 　

　４　自己株式 　 　  ― 　 　 △ 261,769 　 　  ― 　

　　　株主資本合計 　 　  ―  ― 　 42,915,216 78.4 　  ―  ―

Ⅱ　評価・換算差額等 　 　　 　 　 　 　 　　 　

　　  その他有価証券

　　  評価差額金
　 　  ― 　 　 2,733,725 　 　  ― 　

　　評価・換算差額等合計 　 　  ―  ― 　 2,733,725 5.0 　  ―  ―

　　　純資産合計 　 　  ―  ― 　 45,648,942 83.4 　  ―  ―

　　負債純資産合計 　 　  ―  ― 　 54,722,840 100.0 　  ―  ―
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② 中間損益計算書

　

　 　
前中間会計期間

(自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日)

当中間会計期間

(自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 　 6,068,860 100.0 6,367,698 100.0 12,078,631 100.0

Ⅱ　売上原価 　 4,598,848 75.8 4,700,970 73.8 9,212,821 76.3

　　　売上総利益 　 1,470,012 24.2 1,666,728 26.2 2,865,809 23.7

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　 400,448 6.6 419,236 6.6 795,661 6.6

　　　営業利益 　 1,069,563 17.6 1,247,491 19.6 2,070,148 17.1

Ⅳ　営業外収益 (※2) 381,102 6.3 465,289 7.3 720,087 6.0

Ⅴ　営業外費用 (※3) 28,590 0.5 34,435 0.5 52,481 0.4

　　　経常利益 　 1,422,075 23.4 1,678,345 26.4 2,737,754 22.7

Ⅵ　特別利益 (※4) ― ― 180,286 2.8 12,421 0.1

Ⅶ　特別損失 (※5) 320,061 5.2 96,546 1.5 436,766 3.6

　　　税引前中間(当期)純利益 　 1,102,013 18.2 1,762,086 27.7 2,313,409 19.2

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

　 509,533 8.4 642,466 10.1 997,228 8.3

　　　法人税等調整額 　 △ 97,516 △ 1.6 15,321 0.3 △ 145,307 △ 1.2

　　　中間(当期)純利益 　 689,997 11.4 1,104,298 17.3 1,461,488 12.1

　　　前期繰越利益 　 570,119 　 ― 　 570,119 　

　　　中間配当額 　 ― 　 ― 　 211,854 　

　　　中間(当期)未処分利益 　 1,260,116 　 ― 　 1,819,753 　
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③ 中間株主資本等変動計算書

当中間会計期間(自　平成18年１月１日　至　平成18年６月30日)

　

　 株主資本

　
資本金

資本剰余金 利益剰余金

　 資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 利益準備金

平成17年12月31日残高 （千円） 7,902,185 8,239,053 188 8,239,241 908,302

中間会計期間中の変動額 　 　 　 　 　

　自己株式の処分 ― ― 576 576 ―

中間会計期間中の変動額合計

（千円）
― ― 576 576 ―

平成18年6月30日残高（千円） 7,902,185 8,239,053 764 8,239,817 908,302

　

　

株主資本

利益剰余金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計海外投資等
損失準備金

探鉱準備金
固定資産圧縮

積立金
別途積立金

繰越
利益剰余金

その他利益
剰余金合計

平成17年12月31日残高 （千円） 10,083 2,019,591 1,116,084 20,480,238 1,819,753 25,445,752 26,354,054

中間会計期間中の変動額 　 　 　 　 　 　 　

　剰余金の配当 ― ― ― ― △ 393,369 △ 393,369 △ 393,369

　海外投資等損失準備金取崩 △ 4,945 ― ― ― 4,945 ― ―

　探鉱準備金積立 ― 535,836 ― ― △ 535,836 ― ―

　探鉱準備金取崩 ― △ 537,111 ― ― 537,111 ― ―

　固定資産圧縮積立金積立 ― ― 6,119 ― △ 6,119 ― ―

　固定資産圧縮積立金取崩 ― ― △ 40,064 ― 40,064 ― ―

　別途積立金積立 ― ― ― 800,000 △ 800,000 ― ―

　中間純利益 ― ― ― ― 1,104,298 1,104,298 1,104,298

　役員賞与の支給 ― ― ― ― △ 30,000 △ 30,000 △ 30,000

中間会計期間中の変動額合計

（千円）
△ 4,945 △ 1,275 △ 33,945 800,000 △ 78,904 680,929 680,929

平成18年6月30日残高（千円） 5,138 2,018,315 1,082,139 21,280,238 1,740,848 26,126,681 27,034,983

　

　

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

平成17年12月31日残高 （千円） △ 254,259 42,241,221 3,248,660 45,489,881

中間会計期間中の変動額 　 　 　 　

　剰余金の配当 ― △ 393,369 ― △ 393,369

　海外投資等損失準備金取崩 ― ― ― ―

　探鉱準備金積立 ― ― ― ―

　探鉱準備金取崩 ― ― ― ―

　固定資産圧縮積立金積立 ― ― ― ―

　固定資産圧縮積立金取崩 ― ― ― ―

　別途積立金積立 ― ― ― ―

　中間純利益 ― 1,104,298 ― 1,104,298

　自己株式の取得 △ 8,205 △ 8,205 ― △ 8,205

　自己株式の処分 695 1,271 ― 1,271

　役員賞与の支給 ― △ 30,000 ― △ 30,000

　株主資本以外の項目の中間

　会計期間中の変動額(純額)
― ― △ 514,934 △ 514,934

中間会計期間中の変動額合計

（千円）
△ 7,510 673,995 △ 514,934 159,060

平成18年6月30日残高（千円） △ 261,769 42,915,216 2,733,725 45,648,942
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

　
前中間会計期間

(自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日)

前事業年度
(自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日)

１　資産の評価基準及び評価方法

(1) たな卸資産

(イ)製品

…総平均法に基づく原価

法。

１　資産の評価基準及び評価方法

(1) たな卸資産

(イ)製品

…同左

１　資産の評価基準及び評価方法

(1) たな卸資産

(イ)製品

…同左

(ロ)貯蔵品

…移動平均法に基づく原価

法。

(ロ)貯蔵品

…同左

(ロ)貯蔵品

…同左

(2) 有価証券

(イ)子会社株式及び関連会社株

式

…移動平均法による原価

法。

(2) 有価証券

(イ)子会社株式及び関連会社株

式

…同左

(2) 有価証券

(イ)子会社株式及び関連会社株

式

…同左

(ロ)その他有価証券

(a) 時価のあるもの

…中間決算日の市場価格

等に基づく時価法。

(評価差額は全部資本直

入法により処理し、売

却原価は移動平均法に

より算定。)

　　なお、組込デリバテ

ィブの時価を区分して

測定することが出来な

い複合金融商品につい

ては、全体を時価評価

し、評価差額を損益に

計上している。

(ロ)その他有価証券

(a) 時価のあるもの

…中間決算日の市場価格

等に基づく時価法。

(評価差額は全部純資産

直入法により処理し、

売却原価は移動平均法

により算定。)

　　なお、組込デリバテ

ィブの時価を区分して

測定することが出来な

い複合金融商品につい

ては、全体を時価評価

し、評価差額を損益に

計上している。

(ロ)その他有価証券

(a) 時価のあるもの

…決算日の市場価格等に

基づく時価法。(評価

差額は全部資本直入法

により処理し、売却原

価は移動平均法により

算定。)

　　なお、組込デリバテ

ィブの時価を区分して

測定することが出来な

い複合金融商品につい

ては、全体を時価評価

し、評価差額を損益に

計上している。

(b) 時価のないもの

…移動平均法に基づく原

価法。

(b) 時価のないもの

…同左

(b) 時価のないもの

…同左

(3) デリバティブ

…時価法。

(3) デリバティブ

…同左

(3) デリバティブ

…同左

２　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

…定額法。

　　なお、耐用年数および残

存価額については、法人税

法に規定する方法と同一の

基準によっている。

２　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

…同左

　

２　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

…同左

　

(2) 無形固定資産

(イ)鉱業権

…生産高比例法。

　　なお、耐用年数につい

ては、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によ

っている。

(2) 無形固定資産

(イ)鉱業権

…同左

　

(2) 無形固定資産

(イ)鉱業権

…同左
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前中間会計期間

(自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日)

前事業年度
(自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日)

(ロ)ソフトウェア

…自社利用ソフトウェアに

ついては社内における利

用可能期間(５年)に基づ

く定額法。

(ロ)ソフトウェア

…同左

(ロ)ソフトウェア

…同左

(ハ)施設利用権

…定額法。

　　なお、耐用年数につい

ては、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によ

っている。

(ハ)施設利用権

…同左

　

(ハ)施設利用権

…同左

　

(3) 投資その他の資産

(イ)長期前払費用

…定額法。

　　なお、償却期間につい

ては、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によ

っている。

(3) 投資その他の資産

(イ)長期前払費用

…同左

(3) 投資その他の資産

(イ)長期前払費用

…同左

(ロ)信託建物・構築物、信託長

期前払費用(その他の投資そ

の他の資産)

…定額法。

　　なお、耐用年数、残存

価額および償却期間につ

いては、法人税法に規定

する方法と同一の基準に

よっている。

(ロ)信託建物・構築物、信託長

期前払費用(その他の投資そ

の他の資産)

…同左

(ロ)信託建物・構築物、信託長

期前払費用(その他の投資そ

の他の資産)

…同左

３　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

…諸債権(売掛金等)の貸倒損

失に充てるため、一般債権

については貸倒実績率によ

り算定し、貸倒懸念債権等

特定の債権については、個

別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上して

いる。

３　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

…同左

３　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

…同左

(2) 退職給付引当金

…従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末におけ

る退職給付債務および年金

資産の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発

生していると認められる額

を計上している。

数理計算上の差異につい

ては、各事業年度の発生時

における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

(10年)による定額法により

按分した額をそれぞれ発生

の翌事業年度から費用処理

している。

(2) 退職給付引当金

…同左

(2) 退職給付引当金

…従業員の退職給付に備える

ため、当期末における退職

給付債務および年金資産の

見込額に基づき計上してい

る。

数理計算上の差異につい

ては、各期の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(10年)

による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌期

から費用処理している。
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前中間会計期間

(自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日)

前事業年度
(自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日)

(3) 役員退職慰労引当金

…役員の退任時に支給される

慰労金の支払いに備えるた

め、内規に基づく中間期末

における要支給額を計上し

ている。

(3) 役員退職慰労引当金

…同左

(3) 役員退職慰労引当金

…役員の退任時に支給される

慰労金の支払いに備えるた

め、内規に基づく期末にお

ける要支給額を計上してい

る。

(4) 　　 ――――― (4) 役員賞与引当金

…役員賞与の支給に備える

ため、支給見込額のうち当

中間会計期間の負担額を計

上している。

(4) 　　 ―――――

４　リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ている。

４　リース取引の処理方法

同左

４　リース取引の処理方法

同左

５　ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

…繰延ヘッジ処理によってい

る。

　　なお、外貨建金銭債権債

務等に係る為替予約取引に

ついては、振当処理を採用

している。

５　ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

…同左

５　ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

…同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

(イ)ヘッジ手段

…為替予約取引。

(ロ)ヘッジ対象

…キャッシュ・フローが固

定され、その変動が回避

されるもの。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

(イ)ヘッジ手段

…同左

(ロ)ヘッジ対象

…同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

(イ)ヘッジ手段

…同左

(ロ)ヘッジ対象

…同左

(3) ヘッジ方針

…為替変動のリスクのヘッジ

を目的として、担当部門に

おいて担当役員の承認を受

けたのち、為替予約取引を

実行し、経理部門において

管理業務を行っている。

(3) ヘッジ方針

…同左

(3) ヘッジ方針

…同左

(4) ヘッジ有効性評価の方法

…ヘッジ対象とヘッジ手段の

通貨種別、期日、金額等の

重要な条件が同一であり、

高い相関関係があると考え

られるため、有効性の判定

を省略している。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

…同左

(4) ヘッジ有効性評価の方法

…同左
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前中間会計期間

(自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日)

前事業年度
(自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日)

６　「法人税、住民税及び事業税」

並びに「法人税等調整額」の計

上方法

６　「法人税、住民税及び事業税」

並びに「法人税等調整額」の計

上方法

６　　　　 ―――――

中間会計期間に係る納付税額お

よび法人税等調整額は、当期に

おいて予定している利益処分に

よる租税特別措置法の規定に基

づく諸準備金等の積立および取

崩を前提として、当中間会計期

間に係る金額を計算している。

中間会計期間に係る納付税額お

よび法人税等調整額は、当期に

おいて予定している租税特別措

置法の規定に基づく諸準備金等

の積立および取崩を前提とし

て、当中間会計期間に係る金額

を計算している。

　

７　その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

　　消費税等の会計処理

　税抜方式によっている。

　　なお、当中間会計期間にお

ける仕入等に係る消費税等お

よび売上等に係る消費税等は

相殺のうえ「流動負債」の

「未払金」に含めて表示して

いる。

７　その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

　　消費税等の会計処理

税抜方式によっている。

同左

７　その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

　　消費税等の会計処理

　税抜方式によっている。
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会計処理の変更

　
前中間会計期間

(自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日)

前事業年度
(自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準）

　「固定資産の減損に係る会計基準」

(「固定資産の減損に係る会計基準の

設定に関する意見書」(企業会計審議

会　平成14年８月９日))および「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指

針」(企業会計基準委員会　平成15年

10月31日　企業会計基準適用指針第６

号)が平成16年３月31日に終了する事

業年度に係る財務諸表から適用できる

ことになったことに伴い、当中間会計

期間から同会計基準および同適用指針

を適用している。これにより税引前中

間純利益が207,923千円減少してい

る。

　

―――――――― （固定資産の減損に係る会計基準）

　「固定資産の減損に係る会計基準」

(「固定資産の減損に係る会計基準の

設定に関する意見書」(企業会計審議

会　平成14年８月９日))および「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指

針」(企業会計基準委員会　平成15年

10月31日　企業会計基準適用指針第６

号)が平成16年３月31日に終了する事

業年度に係る財務諸表から適用できる

ことになったことに伴い、当事業年度

から同会計基準および同適用指針を適

用している。これにより税引前当期純

利益が207,923千円減少している。

　

―――――――― （役員賞与に関する会計基準）

　「役員賞与に関する会計基準」(企

業会計基準委員会　平成17年11月29日

　企業会計基準第４号)を当中間会計

期間より適用している。これにより

「販売費及び一般管理費」が15,000千

円増加し、営業利益、経常利益および

税引前中間純利益がそれぞれ同額減少

している。

――――――――

―――――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準）

　「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」(企業会計基準委員

会　平成17年12月９日　企業会計基準

第５号)および「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」(企業会計基準委員会　平成17

年12月９日　企業会計基準適用指針第

８号)を当中間会計期間より適用して

いる。

従来の資本の部の合計に相当する金額

は45,648,942千円である。

　なお、中間財務諸表等規則の改正に

より、当中間会計期間における中間貸

借対照表の純資産の部については、改

正後の中間財務諸表等規則により作成

している。

――――――――
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表示方法の変更

　
前中間会計期間

(自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日)

(中間貸借対照表)

　仕入等に係る消費税等および売上等に係る消費税等は、

前中間会計期間においてはそれぞれ両建てのまま「流動

資産」の「その他の流動資産」および「流動負債」の「そ

の他の流動負債」に含めて表示していたが、当中間会計

期間においては仕入等に係る消費税等および売上等に係

る消費税等を相殺のうえ、「流動負債」の「未払金」に

含めて表示することに変更した。

　なお、当中間会計期間における相殺前の仕入等に係る

消費税等は231,533千円であり、売上等に係る消費税等は

309,712百万円である。

(中間貸借対照表)

　前中間会計期間において「その他の固定負債」に含め

て表示していた「繰延税金負債」は当中間会計期間にお

いて負債純資産合計の100分の５を超えたので区分掲記し

た。

　なお、前中間会計期間の「繰延税金負債」の金額は

2,163,972千円である。　

　

　

追加情報

　
前中間会計期間

(自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日)

前事業年度末
(自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日)

（外形標準課税）　

　「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外形

標準課税制度が導入されたことに伴

い、当中間会計期間から「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計算

書上の表示についての実務上の取扱

い」（企業会計基準委員会　平成16年

２月13日　実務対応報告第12号）に従

い法人事業税の付加価値割および資本

割については、「販売費及び一般管理

費」に計上している。

　この結果、「販売費及び一般管理

費」が12,028千円増加し、営業利益、

経常利益及び税引前中間純利益が同額

減少している。

―――――――― （外形標準課税）　

　「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外形

標準課税制度が導入されたことに伴

い、当事業年度から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書上

の表示についての実務上の取扱い」

（企業会計基準委員会　平成16年２月

13日　実務対応報告第12号）に従い法

人事業税の付加価値割および資本割に

ついては、「販売費及び一般管理費」

に計上している。

　この結果、「販売費及び一般管理

費」が24,574千円増加し、営業利益、

経常利益および税引前当期純利益が同

額減少している。
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注記事項

(中間貸借対照表関係)

　
前中間会計期間末

(平成17年６月30日現在)
当中間会計期間末

(平成18年６月30日現在)
前事業年度末

(平成17年12月31日現在)

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

26,677,770千円

投資その他の資産のうち、信

託建物・構築物の減価償却累

計額

316,872千円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

27,632,050千円

投資その他の資産のうち、信

託建物・構築物の減価償却累

計額

333,206千円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

27,209,742千円

投資その他の資産のうち、信

託建物・構築物の減価償却累

計額

327,316千円

※２　担保資産及び担保付債務

　(1) 長期借入金(一年内に返済す

る長期借入金を含む。)

342,600千円について、担保

留保条項が付されている。

※２　担保資産及び担保付債務

　(1) 長期借入金(一年内に返済す

る長期借入金を含む。)

317,800千円について、担保

留保条項が付されている。

※２　担保資産及び担保付債務

　(1) 長期借入金(一年内に返済す

る長期借入金を含む。)

310,400千円について、担保

留保条項が付されている。

　(2) 関係会社株式のうち　　　

90,112千円が、長期借入金

(一年内に返済する長期借入

金を含む。)22,400千円の

担保として供されている。

　(2) 関係会社株式のうち　　　

90,112千円が、長期借入金

(一年内に返済する長期借入

金を含む。)9,600千円の担

保として供されている。

　(2) 関係会社株式のうち　　　

90,112千円が、長期借入金

(一年内に返済する長期借入

金を含む。)16,000千円の

担保として供されている。
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(中間損益計算書関係)

　
前中間会計期間

(自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日)

前事業年度
(自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日)

　１　減価償却実施額

有形固定資産 739,053千円

無形固定資産 7,050千円

　１　減価償却実施額

有形固定資産 552,545千円

無形固定資産 6,879千円

　１　減価償却実施額

有形固定資産 1,417,598千円

無形固定資産 14,620千円

※２　営業外収益のうち

受取利息及び
配当金

256,423千円

※２　営業外収益のうち

受取利息及び
配当金

329,243千円

※２　営業外収益のうち

受取利息及び
配当金

463,190千円

※３　営業外費用のうち

支払利息 16,763千円

製品代精算
差額

6,336千円

※３　営業外費用のうち

支払利息 17,289千円

製品代精算
差額

7,479千円

※３　営業外費用のうち

支払利息 33,606千円

製品代精算
差額

6,336千円

　

　 　 　

※４　特別利益のうち

収用補償金 152,031千円

※４　特別利益のうち

固定資産
売却益

12,421千円

※５　特別損失のうち

　
減損損失

　

以下の資産は、遊休状態であ

り、今後の使用見込みがな

く、土地の市場価格が下落し

ているため、当中間会計期間

において減損損失を計上して

いる。

場所 用途 種類
減損損失

(千円)

千葉県市原市 遊休資産 土地 48,495

千葉県千葉市 遊休資産 土地 107,921

千葉県長生村 遊休資産 土地 37,704

千葉県茂原市他 遊休資産 土地 13,801

計 207,923

これらの資産に係る回収可能

価額は正味売却価額を使用

し、固定資産税評価額を合理

的に調整した価格に基づき評

価している。

※５　特別損失のうち

　
減損損失

　

以下の資産は、遊休状態であ

り、今後の使用見込みがな

く、土地の市場価格が下落し

ているため、当中間会計期間

において減損損失を計上して

いる。

場所 用途 種類
減損損失

(千円)

千葉県茂原市 賃貸資産 土地 30,356

千葉県千葉市他 遊休資産 土地 1,550

計 31,907

これらの資産に係る回収可能

価額は正味売却価額を使用

し、固定資産税評価額を合理

的に調整した価格に基づき評

価している。

※５　特別損失のうち

　
減損損失

　

以下の資産は、遊休状態であ

り、今後の使用見込みがな

く、土地の市場価格が下落し

ているため、当事業年度にお

いて減損損失を計上してい

る。

場所 用途 種類
減損損失

(千円)

千葉県市原市 遊休資産 土地 48,495

千葉県千葉市 遊休資産 土地 107,921

千葉県長生村 遊休資産 土地 37,704

千葉県茂原市他 遊休資産 土地 13,801

計 207,923

これらの資産に係る回収可能

価額は正味売却価額を使用

し、固定資産税評価額を合理

的に調整した価格に基づき評

価している。
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(中間株主資本等変動計算書関係)

　
前中間会計期間

(平成17年６月30日現在)
当中間会計期間

(平成18年６月30日現在)
前事業年度

(平成17年12月31日現在)

　 　 自己株式の種類及び株式数 　 　 　

　 　 　   株式の種類 普通株式 　 　 　

　 　 　   前事業年度末 478,068 株 　 　 　

　 　 　
単元未満株式買取
による増加

8,617 株 　 　 　

　 　 　
単元未満株式売却
による減少

1,292 株 　 　 　

　 　 　   当中間会計期間末 485,393 株 　 　 　
　 　 　 　 　 　 　 　 　

　

　

― 15 ―



リース取引関係

　
前中間会計期間

(自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日)

前事業年度
(自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

中間期末
残高
相当額
(千円)

機械及
び装置

77,070 36,012 41,057

その他 23,970 9,120 14,850

合計 101,040 45,132 55,907

(注)　取得価額相当額の算定は、未

経過リース料中間期末残高が

有形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いため、

支払利子込み法によってい

る。

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

中間期末
残高
相当額
(千円)

機械及
び装置

70,098 30,330 39,767

その他 20,083 11,218 8,865

合計 90,181 41,548 48,632

(注)　取得価額相当額の算定は、未

経過リース料中間期末残高が

有形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いため、

支払利子込み法によってい

る。

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

　
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

機械及
び装置

66,450 22,831 43,618

その他 23,970 11,079 12,891

合計 90,420 33,910 56,509

(注)　取得価額相当額の算定は、未

経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子

込み法によっている。

２　未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 16,780千円

１年超 39,127千円

計 55,907千円

(注)　未経過リース料中間期末残高

相当額の算定は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子

込み法によっている。

２　未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 17,658千円

１年超 30,974千円

計 48,632千円

(注)　未経過リース料中間期末残高

相当額の算定は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子

込み法によっている。

２　未経過リース料期末残高相当額

　

１年内 17,904千円

１年超 38,605千円

計 56,509千円

(注)　未経過リース料期末残高相当

額の算定は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法によっ

ている。

３　支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 8,739千円

減価償却費
相当額

8,739千円

３　支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 9,038千円

減価償却費
相当額

9,038千円

３　支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 18,517千円

減価償却費
相当額

18,517千円

４　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ている。

４　減価償却費相当額の算定方法

同左

４　減価償却費相当額の算定方法

同左
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有価証券関係

(前中間会計期間末)（平成17年６月30日現在)

有価証券

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

　

種類

前中間会計期間末(平成17年６月30日現在)

中間貸借対照表計上額
(千円)

時価
(千円)

差額
(千円)

子会社株式 1,469,800 4,501,780 3,031,980

関連会社株式 ― ― ―

　

(当中間会計期間末)（平成18年６月30日現在)

有価証券

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

　

種類

当中間会計期間末(平成18年６月30日現在)

中間貸借対照表計上額
(千円)

時価
(千円)

差額
(千円)

子会社株式 1,469,800 6,106,763 4,636,963

関連会社株式 ― ― ―

　

(前事業年度末)（平成17年12月31日現在)

有価証券

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

　

種類

前事業年度末(平成17年12月31日現在)

貸借対照表計上額
(千円)

時価
(千円)

差額
(千円)

子会社株式 1,469,800 6,547,155 5,077,355

関連会社株式 ― ― ―
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2. 比較売上高明細

　 　

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

(自　平成17年１月１日 (自　平成18年１月１日 (自　平成17年１月１日

至　平成17年６月30日) 至　平成18年６月30日) 至　平成17年12月31日)

区分
注記
番号

金額
(千円)

比率
(％)

金額
(千円)

比率
(％)

金額
(千円)

比率
(％)

天然ガス 　 5,207,906 86 5,340,385 84 10,323,308 85

ヨード 　
(522,983) (9) (636,657) (10) (1,046,157) (9)

712,481 12 866,951 14 1,452,853 12

かん水 　 148,472 2 160,362 2 302,468 3

合計 　 6,068,860 100 6,367,698 100 12,078,631 100

(注) １　カッコ内は内数にして輸出額及び輸出比率を示す。

２　受注生産は行っていない。
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